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 ～全国的な回復の兆し 
   

 

2021 年８月５日 

公益財団法人九州経済調査協会 事業開発部 

 

九経調 DATASALAD では、景気、産業、社会に関する政府統計に加え、API やスクレイピングによって日々

収集したインターネット上のビッグデータを、地域の景気や産業の動向を分析する指標として加工、可視化し

ている。 

本稿では、ハローワークインターネットサービスに掲載されている求人件数を集計した「就業地別有効求人

件数1」を活用し、新型コロナウイルス感染拡大の影響が続く 2021 年７月の雇用動向を分析する。なお本統計

の特徴は、厚生労働省公表の統計より１カ月ほど早く傾向をつかめる即時性、また求人を出した企業の所在地

ではなく、実際の求人がある就業地別の値を捉えている点にある。 

 

DATASALAD：https://datasalad.jp/ 

 

 

1．全国の有効求人件数：2021年７月は前月比＋2.3%で回復傾向 

2021 年７月における全国の有効求人件数は 1,112,231 件となった。前年比では＋12.2%となり４カ月連続で

プラスとなった。また前月比では＋2.3%となり２カ月連続でプラスになった（図１）。 

前年比がプラスとなった要因は、新型コロナウイルス感染拡大の影響により、2020 年７月の有効求人件数が

前年比▲28.2%と大幅に下落したため、そこからの反動増によるものである。 

前月比がプラスとなったのは季節要因に加え、それ以外の要因もある。表１に有効求人件数の前月比推移、

厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数（原数値）のコロナ禍前における前月比平均（期間：2010～19

年）を示している。７月は例年、求人数が増加する月であるが、過去の水準と比較すると、2021 年７月の増加

幅は例年よりもやや大きいため、季節性以外の上昇要因が加わったと考えられる。 

長期的な傾向としては、2019 年の水準には遠く及ばないものの、前年同月の水準を上回っていることから雇

用は緩やかな回復基調にあると判断している。短期的にも、これまでの横ばい状態から一歩踏み出し、回復傾

向となっている。一方でコロナ感染の再拡大（第５波）の動きなど、雇用回復は予断を許さない状況であり、

今後の推移に注視が必要である。  

 

 

 

 
1ハローワークインターネットサービスより就業地別求人情報の掲載件数を毎日取得し、「就業地別有効求人件数」として

掲載している。月次値については、各月における有効求人件数の最大値としている。なお、取得する求人区分は「一般求

人」「新卒・既卒求人」で、またハローワークインターネットサービスの仕様変更によりデータが取得できなかった 2020

年 1 月については、厚生労働省「職業安定業務統計」の有効求人数を用いて補間した。 
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図１ 有効求人件数の推移（全国） 

 

 

資料）九経調 DATASALAD 

 

表１ 有効求人数（原数値）、有効求人件数の前月比（全国） 

資料）厚生労働省「職業安定業務統計」、九経調 DATASALADより作成 
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2．地域ブロック別有効求人件数：全国的な回復傾向も、関東圏では伸び悩み            

2021 年７月の就業地別有効求人件数を地域ブロック別にみると、前年比では全国 12 ブロックすべてでプラ

スとなった。（表２、３）。これは先述の通り前年の大幅減に対する反動増である。 

前月比は全国 12 ブロックすべてでプラスとなっており、全国的に回復傾向となった。特に東海（＋3.4%）、

東北（＋3.2%）の２地域では前月比が＋3.0%を上回っており、回復傾向が顕著である（表２、３）。一方で南

関東（＋1.6%）、中国（＋1.7%）、北関東（＋1.9%）などの地域では前月比が＋2.0%を下回っており、特に新型

コロナウイルス感染拡大が顕著な関東で雇用回復ペースに伸び悩みがあった。 

九州における 2021 年７月の有効求人件数は 142,639 件となった。前月比は＋2.6%と３カ月連続で増加し、

これまでの停滞から一歩、回復傾向へ踏み出す形となった。 

 

表２ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年７月） 

 
資料）九経調 DATASALAD 

 

表３ 就業地別有効求人件数（地域ブロック別、2021年７月） 

＜前月比順位＞                     ＜前年比順位＞ 
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3．都道府県別の有効求人件数：大都市が所在する一部の県で雇用回復の動き  

2021 年７月の就業地別有効求人件数を都道府県毎にみると、前年比はすべての都道府県でプラスとなった

（表４）。これは先述の通り前年の大幅減に対する反動増である。 

前月比はすべての都道府県でプラスとなっており、全国的に回復傾向となった。前月比が最も高かったのは

山梨県（前月比＋4.9%）で、以降は宮城県（同＋4.3%）、岩手県（同＋4.1%）、富山県（同＋3.9%）、福岡県（同

＋3.8%）、愛知県（同＋3.6%）と続く。これまで大都市が所在する県は、回復順位がさほど高くならない傾向

が続いてきたが、ここにきて一部で上位の回復を示す動きがみられるようになってきた。前月比が最も低かっ

たのは福井県（同＋0.2%）で、以降は高知県（同＋1.1%）、長崎県（同＋1.1%）、埼玉県（同＋1.2%）、山口県

（同＋1.2%）、熊本県（同＋1.3%）と続いた。 

九州地域の動きとしては、福岡県が全国上位 5 位（同＋3.8%）と大きな増加を示した一方で、長崎県は下位

3 位（同＋1.1%）、熊本県は下位 6 位（同＋1.3%）と伸び悩む県もあり、回復の程度に差が目立った。 

 

表４ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年７月） 
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表５ 就業地別有効求人件数（都道府県別、2021年７月） 

＜前月比順・上位＞                  ＜前年比順・上位＞ 

   

 

 

＜前月比順・下位＞                 ＜前年比順・下位＞ 
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１．就業地別有効求人件数（地域ブロック別） 

＜北海道＞ 

 

 

＜東北＞ 

 

 

＜北関東＞ 
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＜南関東＞ 

 

 

＜甲信越＞ 

 

 

＜東海＞ 
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